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序
第194通常国会において，次の３つの法律からなる，いわゆる「公益
法人改革三法」が成立した。
盧　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」
という。）
盪　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「公
益法人法」という。）
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蘯　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及
び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備
等に関する法律（以下「法人整備法」という。）
この公益法人改革三法案は，中央省庁の再編，郵政民営化，公社公団
の民営化，国公立大学の民営化など，制度の根本的・抜本的な改革を伴
う，いわゆる小泉改革・構造改革の一環として，小泉内閣によって提出
されたものである。
小泉内閣は，2002年３月，「公益法人制度の抜本的改革」を閣議決定
し，2003年６月，公益性の有無にかかわらず準則設立できる非営利法人
制度を創設することにより，公益性を有する非営利法人の特別の取り扱
いを定めた「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」を閣議決定
し，具体的方針を明らかにした。
さらに，2004年12月の「今後の行政改革の方針」の閣議決定において，
明治以来続けられてきた主務官庁の許可による公益法人制度を廃止して，
新たな法人制度を創設する「公益法人制度改革の基本的枠組み」を定め
た。
その内容は，「法人の設立」と「法人の公益性」とを分離し，前者につ
いては，許可主義を廃止して，準則主義により設立できる新たな非営利
法人制度を創設し，後者については，主務官庁の裁量による許可制を廃
止し，民間有識者が判断する委員会制度を創設するとするものである。
その結果，明治以来の民法総則の「社団法人」および「財団法人」に
関する規定は削除され，2002年に施行されたばかりの中間法人法も廃止
されることになった。
そして，新たに，「一般社団法人」および「一般財団法人」制度が創設
され，公益性のある法人については公益認定を受けて「公益社団法人」
または「公益財団法人」となる制度が創設されることになった。
その際，既存の「社団法人」および「財団法人」は「特例社団法人」
または「特例財団法人」とされ，移行期間内に「一般社団法人」または
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「一般財団法人」もしくは「公益社団法人」または「公益財団法人」に移
行することが求められ，そうでなければ移行期間の満了のときに解散し
たものとみなされることになった。
この枠組みに従って，2006年３月10日，公益法人改革三法案が衆議院
に提出され，４月20日に同院で可決され，５月26日，参議院で可決成立
され，６月２日，法律第48号，第49号，第50号として公布された。
なお，施行は公布の日から起算して２年６月を超えない範囲内の政令
で定める日とされており，2008年４月１日の施行となるのではないかと
予想されるが，遅くとも2008年12月２日までに施行されることになる。
明治以来の公益法人制度を廃止し，まったく異なる新たな制度を創設
するものであり，その影響はきわめて広い範囲に及び，その影響も大き
いものである一方，公益法人関係者の意識が希薄であることに危惧を感
じ，本稿を緊急上梓するものである。
一　法人整備法の概要と問題点
１　概観
法人整備法は，次のような内容を有し，458条で構成されている。
第１章　中間法人法の廃止，民法の一部改正等
第２章　内閣府関係
第３章　総務省関係
第４章　法務省関係
第５章　外務省関係
第６章　財務省関係
第７章　文部科学省関係
第８章　厚生労働省関係
第９章　農林水産省関係
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第10章　経済産業省関係
第11章　国土交通省関係
第12章　環境省関係
第13章　罰則に関する経過措置及び政令への委任
うち，第１章は，次のような内容となっている。
第１節　中間法人法の廃止
第２節　中間法人法の廃止に伴う経過措置
第３節　民法及び民法施行法の一部改正
第４節　民法及び民法施行法の一部改正に伴う経過措置
第１款　社団法人，財団法人等の存続等
第２款　経過措置及び一般社団・財団法の特則
第１目　特例民法法人に関する経過措置及び一般社団・財団法
人法の特則
第２目　特例社団法人に関する経過措置及び一般社団・財団法
人法の特則
第３目　特例財団法人に関する経過措置及び一般社団・財団法
人法の特則
第３款　特例民法法人の業務の監督
第４款　公益社団法人又は公益財団法人への移行
第５款　通常の一般社団法人又は一般財団法人への移行
第６款　雑則
第７款　罰則
第５節　非訟事件手続法の一部改正
第６節　法人の登記に関する経過措置）
本稿では，宗教および基督教系の団体が関係してくる社団法人，財団
法人，中間法人に関する改革の概要を論述し，その問題点を指摘する。
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２　中間法人の廃止
法人整備法は，その第１条で「中間法人法は廃止する」と規定し，
2002年４月１日から施行されたばかりの中間法人法を廃止し，中間法人
制度を廃止することとしている。
「中間法人」とは，町内会，同窓会，サークルなど，非営利団体ではあ
るが，民法上の公益法人である社団法人または財団法人の枠にはあては
まらない団体に対して法人格を付与する目的で制定された「中間法人法」
に基づく法人をいう。
法人制度は，権利義務の主体である「人」という根本的な法制である
ために，臨時的・緊急的措置によることは適切ではなく，長期的な視野
に立って定めなければならないものである。
ところが，それまで「法人」としてはまったく認められてこなかった
これらの団体を法人として認める新たな制度を創設しながら数年で廃止
されることになっており，正常な法制度とは思われない。
その結果，中間法人法による「有限責任中間法人」は，施行日以降は
「一般社団法人」として存続するものとされ（２条１項），旧定款は，そ
のままで新法人の定款であるものとみなされる（２条２項）。
その際，法人の名称については，施行日以後に名称変更をした場合を
除き，施行日の属する事業年度の終了後最初に招集される定時社員総会
の終結の時までは旧名称のままでよい（３条１項）が，それ以降は「一
般社団法人」に名称変更をしなければならない（同条２項）。
また，中間法人法による「無限責任中間法人」についても，施行日以
降は「一般社団法人」として存続するものとされ（24条１項），旧定款
は，そのままで新法人の定款であるものとみなされる（24条２項）。
ただし，その法人の名称は，一般法人法の特例として，「無限責任中間
法人」という文字を用いなければならないものとされ（25条１項），名
称変更をすることなく，そのまま特則による一般社団法人「特例無限責
任中間法人」として存続することになる。
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逆に，特例無限責任中間法人以外の一般社団法人であると誤認される
おそれのある文字を用いてはならない（25条２項）から，「一般社団法
人」という文字を用いることはできない。
なお，特例無限責任中間法人は，施行日から1年以内に，「一般社団法
人」という文字を用いる名称の変更をすることができる（30条）。
その場合には，総社員の同意によって，一般社団法人の基本的な事項
を定めなければならない（31条）し，特例無限責任中間法人の債権者は，
一般社団法人への移行に異議を述べることができる（32条１項）。
この債権者の異議に対する手続が終了したときは，特例無限責任中間
法人は，主たる事務所の所在地では２週間以内に，従たる事務所の所在
地では３週間以内に，特例無限責任中間法人については解散の登記を，
移行後の一般社団法人については設立の登記をしなければならない（33
条１項）。
この登記の時に，特例無限責任中間法人から一般社団法人への移行の
効力が生じるのである（34条１項）。
なお，特例無限責任中間法人は，一般法人法の施行日から１年以内に
この登記をしないと，１年を経過した時に解散したものとみなされる
（37条１項）から，一般社団法人に移行しなければ１年を超えて存続す
ることはできないのである。
したがって，既に法律の公布された現在，現行の中間法人は，施行日
から１年までの間に，方針を決定し，遅滞なく手続きを履践しなければ
ならないことを知って，早急にその対処策を講じなければならないので
ある。
３　法人基本法の全面改正
法人法整備法は，民法１編３章（法人）の33条から84条の３までのほ
ぼ全文を改正し（33条はそのままとして２項を加え，34条から37条まで
を全面改正し，38条から84条の３までを削除），明治以来形成されてき
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た法人法論にかかわらず，法人制度の基本規定を全面的に改正している。
まず，「法人は，法令の規定に従い，定款その他の基本約款で定められ
た目的の範囲内で権利を有し，義務を負う」（34条）と定め，法人の能
力を限定する。
次に，「外国法人は，その成立を認許しない」とする一方，①国，②国
の行政区画，③外国会社，④法律・条約で認許された外国法人は，例外
的に認許されるものとする（35条１項）。
これにより認許された外国法人は，日本において成立する同種の法人
と同一の私権を有するものとされるが，外国人が享有することのできな
い権利および法律・条約に特別の規定がある権利についてはこの限りで
はないものとされる（35条２項）。
法人（認許された外国法人を含む。）は法令の定めるところにより，登
記をするものとされる（36条）。外国法人の場合，日本に事務所を設け
たときは，３週間以内に，事務所の所在地において登記をしなければな
らないものとされる（37条１項）。
民法の法人の規定は，概ね，このような事項のみに限られ，社団法
人・財団法人の制度は廃止されている。
４　社団法人・財団法人の存続
現行の民法の社団法人および財団法人の制度は，施行日以降廃止され
るが，現行の民法に基づいて設立された「社団法人」および「財団法人」
で現存するものは，施行日以後は，「一般社団法人」または「一般財団法
人」として存続するものとされる（40条１項）。
この一般社団法人および一般財団法人は，「特例社団法人」または「特
例財団法人」と呼ばれ（42条１項），「一般社団法人」または「一般財団
法人」もしくは「公益社団法人」または「公益財団法人」という文字を
その名称に用いてはならないものとされる（42条３項・４項）。
この特定社団法人および特定財団法人で，公益法人法に定める「公益
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目的事業」を行うものは，施行日から５年以内に，行政庁の認定を受け
て，「公益社団法人」または「公益財団法人」に移行することができる
（44条，98条以下）。
また，特定社団法人および特定財団法人は，施行日から５年以内に，
行政庁の認可を受けて，通常の「一般社団法人」または「一般財団法人」
になることができる（45条）。
そして，施行日から５年以内に，公益社団法人・公益財団法人に移行
する認定か，通常の一般社団法人・一般財団法人に移行する認可を受け
なかった特例社団法人および特例財団法人は，施行日から５年の期間が
満了した日に解散したものとみなされ（46条１項），旧主務官庁がその
解散の登記を嘱託するものとされる（46条２項）。
すなわち，現行の民法に基づく社団法人や財団法人は，施行日から５
年以内に，認定を受けて公益社団法人・公益財団法人に移行するか，認
可を受けて一般社団法人・財団法人に移行しなければ，解散したものと
されるのである。
現在，宗教および基督教関係の団体にも多くの社団法人・財団法人が
存在するが，法律の公布された今，これらの社団法人・財団法人は，そ
れぞれの法人の将来の方針を決定し，それに向けて体制を整え，事務上
の準備をしておかなければならない。
手続きを怠らない限り，社団法人・財団法人が一般社団法人・一般財
団法人として存続することは困難ではないものと思料されるが，公益社
団法人・公益財団法人として存続するためには，現行の主務官庁の許可
とは異なる公益の認定が必要になり，相当の準備が必要になる。
なお，特例社団法人・特定財団法人が，公益社団法人・公益財団法人
に移行の認定を受けたときは，主たる事務所の所在地では２週間以内に，
従たる事務所の所在地では３週間以内に，特例社団法人・特定財団法人
の解散の登記をし，名称の変更後の公益社団法人・公益財団法人の設立
の登記をしなければならない（106条１項）。
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また，特例社団法人・特定財団法人が，一般社団法人・一般財団法人
に移行の認可を受けたときは，主たる事務所の所在地では２週間以内に，
従たる事務所の所在地では３週間以内に，特例社団法人・特定財団法人
の解散の登記をし，名称の変更後の一般社団法人・一般財団法人の設立
の登記をしなければならない（121条１項で準用する106条１項）。
つまり，特例社団法人・特定財団法人が公益社団法人・公益財団法人
または一般社団法人・一般財団法人に移行するということは，手続き的
に，従前の特例社団法人・特定財団法人を解散し，新たな公益社団法
人・公益財団法人または一般社団法人・一般財団法人を設立するという
ことなのである。
二　一般法人法の概要と問題点
１　概観
一般法人法は，７章344条から構成され，目次だけでも93行にも及ぶ
きわめて大きな法律であり，次のように構成されている。
第１章　総則
第２章　一般社団法人
第３章　一般財団法人
第４章　清算
第５章　合併
第６章　雑則
第７章　罰則
従来，民法第１編第３章（法人）で33条から84条の２までで規定され
ていたことと比べると，明らかに詳細な規定が置かれていることがわか
る。
特に，第２条（定義）においては，従来，概念や規定のなかった「大
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規模一般社団法人」，「大規模一般財団法人」，「子法人」という定めがな
されている。
「大規模一般社団法人」および「大規模一般財団法人」とは，最終事業
年度の貸借対照表の負債の部に計上された合計額が200億円以上である
一般社団法人・一般財団法人をいい，「子法人」とは，一般社団法人・一
般財団法人がその経営を支配している法人であって一定の基準に該当す
るものをいうものとされる。
これは，2006年５月１日施行の新「会社法」の規定に対応している。
会社法２条（定義）では，「大会社」とは，最終事業年度の貸借対照表の
資本金に計上された金額が５億円以上か負債の部に計上された合計額が
200億円以上の株式会社をいい，「小会社」とは，総株主の議決権の過半
数を有するかその経営を支配している会社をいうものとされている。
そして，大会社・小会社の場合と同様，大規模一般社団法人・大規模
一般財団法人には「会計監査人」を設置しなければならず，監査上，子
法人にも及ぶものとされている。
また，一般社団法人・一般財団法人は，その名称として①「一般社団法
人」または「一般財団法人」という文字を用いなければならず，②一般
社団法人・一般財団法人でない者と誤認されるおそれのある文字を用い
てはならないものとされる（５条）。
そして，③一般社団法人・一般財団法人でない者は一般社団法人・一
般財団法人と誤認されるおそれのある文字を名称や商号に用いてはなら
ないものとされる（６条）。
さらに，④何人も不正の目的で一般社団法人・一般財団法人と誤認さ
れるおそれのある名称や商号を使用してはならず，⑤これに反する使用
によって事業にかかる利益を侵害され，侵害されるおそれがある一般社
団法人・一般財団法人は，その侵害の停止や予防を請求できる（７条）。
一方，⑥自己の名称を使用して事業や営業を行うことを他人に許諾し
た一般社団法人・一般財団法人は，当該一般社団法人・一般財団法人と
64
論文　公益法人改革三法の概要とその問題点
65
誤認して当該他人と取引した者に対して，当該他人と連帯して，当該取
引によって生じた債務を弁済する責任を負うものとされている（８条）。
２　一般社団法人の設立
一般社団法人を設立するには，「設立時社員」（社員になろうとする者）
が共同して定款を作成し，全員が署名（記名押印）し（10条１項），公
証人の認証を受けなければならない（13条）。
その後，「設立時理事」を選任し（15条１項），設立時理事が設立の手
続の適法性を調査し（20条１項），設立時理事の中から設立時代表理事
を選定するなどし（21条１項），主たる事務所の所在地において設立の
登記をすることによって成立するものとされる（22条）。
従来の民法の社団法人の設立手続きのような許可主義とは異なり，営
利社団法人である会社の設立の場合と同様の準則主義による設立手続き
を定めている。他方，これによって，だれでも所定の手続きを経て一般
社団法人を設立することができるようにされる。
なお，情報化社会を反映して，定款は電磁的記録（コンピュータで情
報処理されるデータ）として作成することもできるものとされ（10条２
項），その場合の定款の閲覧および謄本・抄本の請求に関する特別の規定
が置かれている（14条２項，３項）。会社法と同様である。
３　一般社団法人の理事，代表理事および理事会
（1）理事
一般社団法人には，１人または２人以上の理事を置かなければならな
い（60条１項）とされ，１人の理事で足りるものとしている点も新しい
制度である。ただし，理事会を置く場合には３人以上でなければならな
い（65条３項）。
理事は社員総会の決議によって選任するものとされ（63条１項），一
般社団法人と理事との関係は委任に関する規定に従うものとされる（64
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条）。また，理事は，社員総会の決議によって，いつでも解任することが
できる（70条１項）。
理事の任期は２年以内の最終事業年度の定時社員総会の終結の時まで
とされるが，定款または社員総会の決議でさらに短縮することが許され
ている（66条）。
一般社団法人の業務は理事が執行するが，理事が２人以上あるときは
理事の過半数で決定する（76条１項・２項）。ただし，定款に別段の定
めがあるときは，それに従う。また，理事は一般社団法人を代表し，理
事が２人以上あるときは各自代表する（77条１項・２項）。
理事は，法令，定款，社員総会の決議を遵守し，一般社団法人のため
に忠実にその職務を行ない（83条），競合取引，利益相反取引をしよう
とする場合には社員総会の承認を受け（84条１項），一般社団法人に著
しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは，直ちに社員（監
事があるときは監事）に報告する義務を有する（85条）。
なお，理事が一般社団法人の目的の範囲外の行為その他法令または定
款に違反する行為をして一般社団法人に著しい損害を生ずるおそれがあ
る場合には，社員は，当該理事に，当該行為の停止を請求することがで
きるものとされる（88条１項）。
（2）代表理事
代表理事は，①定款，②定款に基づく理事の互選，③社員総会の決議
によって，理事の中から定めることができ，一般社団法人の業務に関す
る一切の裁判上または裁判外の行為をする権限を有する（77条３項・４
項）。
ただし，理事会を置く場合には，理事会は，理事の中から代表理事を
選定しなければならない（90条３項）。
代表理事に関する定めも，旧・民法にはなかったものである。ただ，
現実には，ほとんどすべての法人に置かれていたので，それを明文化し
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たものである。
代表理事の任期満了または辞任により代表理事が欠けることになる場
合には，新たに選任された代表理事が就任するまでは，退任した者がな
お代表理事としての権利義務を有する者とされる（79条１項）。
この場合において，必要と認められるときは，裁判所は，利害関係人
の申し立てにより，一時代表理事の職務を行うべき者を選任することが
できるものとされる（79条２項）。
代表理事がその職務を行うにあたって第三者に加えて損害は，一般社
団法人が賠償する責任を負う（78条）が，代表理事以外の理事に「理事
長」など一般社団法人を代表する権限を有する者と認められる名称を付
した場合には，その者が善意の第三者にした行為についても，一般社団
法人が責任を負わなければならない（82条）。
（3）理事会
一般社団法人は，定款の定めにより理事会を置くことができ（60条２
項），理事会を置く一般社団法人は「理事会設置一般社団法人」と呼ば
れ，理事会設置一般社団法人の理事または設立時理事は3人以上でなけれ
ばならない（65条３項，16条１項）。
理事会は理事の全員で組織し，一般社団法人の業務執行の決定，理事
の職務執行の監督等を行い，重要な財産の処分，多額の借財，重要な使
用人の選任，従たる事務所の設置その他重要な業務執行の決定を行わな
ければならない（90条１項・２項・４項）。
理事会の決議は，理事の過半数が出席し，その過半数により行うのを
原則とするが，利害関係を有する理事は理事会の議決に加わることがで
きない（95条１項・２項）。
理事会の議事については，議事録を作成し，出席した理事および幹事
が署名（記名押印）しなければならないが，電磁的記録をもって作成す
ることもできる（95条３項・４項）。
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なお，決議に参加した理事は，議事録に異義をとどめない限り，その
決議に賛成したものと推定される（95条５項）とし，理事会における理
事の責任は，本人が反証しない限り，議事録の記載により定められるも
のとした。
４　一般社団法人の監事および会計監査人
（1）監事
一般社団法人には，定款の定めにより，監事を置くことができる（60
条２項）ものとされ，監事は必要機関とはされていない。ただし，理事
会を置く場合および会計監査人を置く場合は，監事を置かなければなら
ない（61条）。
監事は社員総会の決議によって選任するものとされ（63条１項），一
般社団法人と監事との関係は委任に関する規定に従うものとされる（64
条）。また，監事は，社員総会の決議によって，いつでも解任することが
できる（70条１項）。
監事の任期は原則4年以内の最終事業年度の定時社員総会の終結の時ま
でとされるが，定款によって2年以内の最終事業年度の定時社員総会の終
結の時までを限度として任期を短縮することが許されている（67条）。
理事の任期は２年以内（最短１日）と短期に設定されている一方，監
事の任期は2年弱以上4年以内と長期に設定されていることに特徴がある。
監事の職務の重大性に鑑み，その職務執行の継続性を狙ったものである。
なお，監事は，当該一般社団法人の理事や使用人を兼ねることができ
ないだけではなく，子法人の理事や使用人を兼ねることも許されない
（65条２項）。
監事は，社員総会において，監事の選任，解任，辞任について意見を
述べることができる（74条１項）が，理事が社員総会に監事の選任に関
する議案を提出しようとするときは，あらかじめ監事の同意を得なけれ
ばならないものとされる（72条１項）。
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監事は，理事の職務執行を監査し，いつでも理事および使用人に事業
の報告を求め，一般社団法人の業務および財産状況を調査することがで
きるほか，その職務を行うため必要がある時は，子法人に対して事業の
報告を求め，子法人の業務および財産状況の著差を行うこともできる
（99条１項・２項・４項）。
また，監事は，理事が不正の行為をした事実，法令や定款に違反する
事実，著しく不当な事実があると認める時は，遅滞なく，その旨を理事
（理事会）に報告し（100条），理事会に出席し，必要があると認めると
きは意見を述べる義務を負う（101条１項）。
また，監事は，理事が社員総会に提出しようとする議案，書類などを
調査し，法令または定款に違反し，著しく不当な事項があると認めると
きは，その調査の結果を社員総会に報告しなければならない（102条）。
さらに，監事は，理事が一般社団法人の目的の範囲外の行為その他法
令または定款に違反する行為をして一般社団法人に著しい損害を生ずる
おそれがあるときは，当該理事に対して当該行為の停止を請求できる
（103条１項）。
会社法に置ける監査役と同様，一般社団法人の監事の権限も強化され
ている。既存の法人の中には監事の職務は形式的な会計監査のみである
と考えているところが少なくないが，早急に認識を新たにしなければな
らない。
（2）会計監査人
アメリカ会社法の影響を受けた会社法にならい一般法人法もアメリカ
的な制度である「会計監査人」という新しい制度を導入している。
会計監査人とは，一般法に定められた会計基準（119条から130条まで）
に従い，計算書類および付属明細書を監査することを主たる任務とし，
いつでも会計帳簿などの閲覧・謄写を求め，必要があるときは，子法人
に会計報告を求め，その業務および財産状況を調査することができる権
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限を有する者である（107条）
一般社団法人には，定款の定めにより，会計監査人を置くことができ
る（60条２項）が，大規模一般社団法人には会計監査人を置かなければ
ならない（62条）。
会計監査人は社員総会の決議によって選任するものとされ（63条１項），
一般社団法人と会計監査人との関係は委任に関する規定に従うものとさ
れる（64条）。
なお，理事が会計監査人の選任，解任などの議案を社員総会に提出す
るには，あらかじめ監事の同意を得なければならない（73条１項）。
会計監査人は公認会計士（または監査法人）でなければならず（68条
１項），その任期は1年以内の最終事業年度の定時社員総会の終結の時ま
でとされる（69条１項）。
会計監査人は，社員総会の決議によって，いつでも解任することがで
きる（70条１項）。
会計監査人が①職務上の義務に違反し，②職務を怠り，③会計監査人
に相応しくない非行があり，④心身の故障で職務に支障がある等の場合
には，監事が会計監査人を解任することができる（71条１項）。
ただし，この場合には，監事が2人以上あるときは全員の同意によらな
ければならない（71条２項）し，その後最初に招集される社員総会にそ
の理由を付して報告しなければならない（71条３項）。
会計監査人は，その職務を行うに際し，理事の職務執行に不正，法令
または定款に違反する重大な事実を発見したときは，遅滞なく，監事に
報告しなければならないし，監事は，その職務執行上必要があるときは
会計監査人に監査の報告を求めることができる（108条）。
５　一般社団法人の理事等の損害賠償責任
従来，法人の役員の法人に対する責任は，理論的には当然のこととさ
れながらも，抽象的・一般的な規定を置くのみで，役員の責任をめぐる
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処理は必ずしも十分ではなかった。その点，一般法人法は，問題の現在
を視座に，役員の責任に関して，きわめて詳細でかつ具体的な規定を置
いた。
まず，役員（理事，監事，会計監査人）は，その任務を怠ったときは，
それにより生じた損害を一般社団法人に賠償する責任を負い（111条１
項），その責任は，総社員の同意がなければ免除することができない
（112条）とする。
具体的には，第一に，社員総会の承認を受けないで，理事が自己また
は第三者のために競業取引をしたときは，当該取引によって理事または
第三者が得た利益の額を一般社団法人の損害の額と推定する（111条２
項）こととした。
第二に，理事が自己または第三者のために一般社団法人と取引をしま
たは利益相反取引をして一般社団法人に損害が生じたときは，①当該理
事，②当該取引の決定をした理事，③当該取引に関する理事会の承認決
議に賛成した理事は，任務を怠ったものと推定される（111条３項）。
一方，役員の責任の免除に関しては，総社員の同意による免除という
原則とは別の例外規定も設けられ，一般社団法人の実際の問題の処理に
柔軟性をもたせている。それは，①社員総会の決議による一部免除，②
定款の規定に基づく理事による一部免除，③責任限定契約という3点であ
る。
第一に，社員総会の決議による一部免除は，［当該役員の年間報酬額］
に［代表理事は６，外部理事・監事・会計監査人は２，その他の理事は
４］を乗じた額を「最低責任限度額」とし，当該理事等が職務を行うに
ついて善意であり，重大な過失がない場合に行うことができ，免除額は
賠償責任額から最低責任限度額を控除した額を限度とするものである
（113条１項）。
つまり，代表理事は報酬の６年分，一般理事は報酬の４年分，外部理
事や監事は報酬の２年分という最低責任限度額は常に責任を負うものと
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し，それを超える分については，善意で重大な過失がない場合には免除
できるという実際的な規定である。ただし，この免除を受けた理事等が
退職慰労金などを受ける際には社員総会の承認が必要になる（113条４
項）。
第二に，理事が２人以上と監事が置かれている一般社団法人の場合に
は，役員が職務を行うについて善意で，重大な過失がなく，責任の原因
となった事実の内容，当該理事等の職務執行の状況，その他の事情を勘
案して，特に必要と認めるときには，定款の規定に基づき，当該責任を
負う理事を除く理事の過半数の同意または理事会の決議によって，賠償
責任額から最低責任限度額を控除した額を限度として免除することがで
きる（114条１項）。
これは社員総会の決議による一部免除をさらに簡略化したものである。
ただし，この理事の同意または理事会の決議がなされたときは，この責
任の免除に異議がある場合には１ヶ月以上の一定の期間内に異議を述べ
ることができる旨を通知しなければならず，総社員の議決権の10分の１
以上の議決権を有する社員から異議が述べられたときは責任の免除をす
ることができない（114条３項・４項）。
第三に，「責任限度契約」とは，漓外部理事，滷過去に当該一般社団法
人またはその子法人の理事または使用人になったことがない外部監事，
澆会計監査人の責任について，職務を行うについて善意で，重大な過失
がないときは，定款で定めた額の範囲内であらかじめ一般社団法人が定
めた額と最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする契約をいい，
定款で定めた場合にのみ締結することができる（115条１項）。
この契約は，当該役員が当該一般社団法人またはその子法人の業務執
行理事または使用人に就任したときは効力を失う（115条２項）。
役員の第三者に対する損害賠償責任は，職務を行うについて悪意があ
るか重大な過失があったときに認められるが，次の場合も同様とされる
（117条）。
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①　理事が，次のことをした場合
衢　計算書類・事業報告等に記載する重要事項について虚偽の記
載をした場合
衫　基金の募集に際し重要事項について虚偽の記載をした場合
袁　虚偽の登記をした場合
衾　虚偽の公告をした場合
②　監事が，監査報告に記載すべき重要事項に虚偽の記載をした場
合
③　会計監査人が，会計監査報告に記載する重要事項について虚偽
の記載をした場合
６　一般社団法人の基金
「基金」とは，従来の法人法制度にはなく，一般法人法によって創設さ
れた新たな制度である。
「基金」とは，一般社団法人に拠出された金銭その他の財産で，拠出者
に対して法律または一般社団法人と拠出者との間の合意に基づいて返還
義務を負うものをいう（131条）。
基金の引き受け者の募集は，定款で定めた場合に行うことができ，定
款では，①基金の拠出者の権利に関する規定，②基金の返還の手続を定
めなければならない（131条）。
実際に基金の募集を行うには，「募集事項」として，①募集する基金の
総額，②金銭以外の財産を拠出の目的とするときはその旨，当該財産の
内容と価額，③基金の拠出にかかる金銭の払い込みまたは金銭以外の財
産の給付の期日または期間を定めなければならない（132条）。
７　一般財団法人の設立
従来，財団法人を設立するには，設立者が「寄付行為」を作成し
（旧・民法39条），主務官庁による設立の許可を得て設立されるものとさ
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れていたが，一般法人法は，財団法人の設立手続についても根本的な変
革を定めている。
一般財団法人を設立するには，設立者（2人以上あるときはその全員）
が「定款」を作成し（152条１項），公証人の認証を受け（155条），財産
の拠出を履行しなければならない（157条１項）。
次いで，定款で定められていないときは，設立時評議員，設立時理事，
設立時監事，設立時会計監査人(定款で置く場合)を選任しなければなら
ない（159条１項・２項）。なお，設立時評議員および設立時理事はそれ
ぞれ３人以上でなければならない（159条３項）。
設立時理事および設立時監事は，選任後遅滞なく，財産拠出の履行の
完了，設立手続の法令・定款適合性を調査し，法令・定款違反や不当な
事項があるときは，その旨を設立者に通知しなければならない（161条）。
その後，設立時理事は，設立時理事の中から設立時代表理事を選定し
（162条１項），主たる事務所の所在地に置いて設立の登記をすることに
よって，一般財団法人は成立し（163条），拠出財産は一般財団法人に帰
属する（164条１項，２項）。
一般財団法人は，漓評議員，滷評議員会，澆理事，潺理事会，潸監事
を置かなければならず，定款の定めによって，会計監査人を置くことが
できる（170条）。ただし，大規模一般財団法人には，必ず会計監査人を
置かなければならない（171条）。
８　一般財団法人の評議員および評議員会
一般財団法人には３人以上の評議員を置かなければならず（173条３
項），一般財団法人と評議員との関係は委任に関する規定に従うものとさ
れ（172条１項），評議員は一般財団法人やその子法人の理事，監事，使
用人を兼ねることができない（173条２項）。
評議員の任期は，選任後４年以内の最終事業年度の定時評議員会の終
結の時までとされるが，定款の定めにより，その任期を選任後６年以内
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の最終事業年度の定時評議員会の終結の時まで伸長することができる
（174条）。
評議員は，その全員で評議員会を組織し，評議員会は，法律および定
款で定めた事項に限り決議することができるものとされる（178条１項・
２項）。
評議員会は，毎事業年度終了後一定の時期に定時評議員会を招集し，
必要があるときはいつでも招集することできる（179条１項・２項）。
評議員会の決議は，原則として，評議員の過半数が出席し，その過半
数で行われる（189条１項）が，次の事項については評議員の3分の2以
上の多数をもって行わなければならない（189条２項）。
①理事の解任（176条１項）
②責任の一部免除（198条で準用する113条１項）
③定款の変更（200条）
④事業の譲渡（201条）
⑤清算結了までの継続（204条）
⑥消滅一般財団法人の吸収合併契約の承認（247条）
⑦存続一般財団法人の吸収合併契約の承認（251条１項）
⑧新設合併契約の承認（257条）
評議員会は理事が招集するものであるが，評議員会においては，評議
員から説明を求められた特定の事項について，理事および監事は，必要
な説明をしなければならず（190条本文），評議員会は，その決議によっ
て，理事，監事，会計監査人が提出した資料を調査する者を選任するこ
とができる（191条１項）。
なお，評議員の損害賠償責任については一般社団法人の役員の損害賠
償責任についての規定が準用される（198条）。
財団法人の評議員および評議員会は，旧・民法の規定とは根本的に異
なり，必要的機関とされ，あたかも社団法人の社員総会のような位置づ
けとされていることから，従前の財団法人の関係者らには新たな認識が
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要請される。
９　一般財団法人の理事，理事会，監事および会計監査人
一般財団法人の理事，理事会，監事，会計監査人は，一般社団法人の
理事，理事会，監事，会計監査人の規定が準用される（197条）。一般財
団法人の理事，監事，会計監査人の損害賠償責任についても，一般社団
法人の役員の損害賠償責任についての規定が準用される（198条）。
10 一般社団法人・一般財団法人の計算等
前記のほか，一般法人法においては，従来，法律上の明文の規定のな
かった①「計算」について詳細な規定が置かれるととともに，②「基金」と
いう制度が創設されている。
従来，社団法人の運営は，財団法人とは異なり財産的な出捐がなく，
事業によって収益を受ける場合は別にして，基本的に，社員（会員）の
会費に依存していたため，大きな事業を行おうとすると，多数の会員を
募集するか，会費を高額にするかしなければならないという難点があっ
た。
そこで，いわば株式会社の社債のような，一般公募して，財産的な出
捐を求めるという「基金」制度が創設されたものである。今後の社団法
人の運営にあたっては新しい制度の活用も念頭に考える必要が出てこよ
う。
さらに，一般法人法においては，従来，詳細な法律上の明文の規定の
欠けていた③解散に伴う「清算」，④「合併」という規定が置かれた。従
来，営利法人である会社の場合には解散，合併（吸収合併，新設合併）
が頻繁に行われることが予想されても，公益法人である社団法人や財団
法人の解散や合併は例外的なものとして，念頭に置かれてこなかった。
今般，本・一般法人法によって，一般社団法人・一般財団法人の，会
社と同様の，準則主義による設立制度を採用したことによって，監査制
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度を重視し，会計監査人制度を置き，大規模法人・子法人という概念を
取り入れるなどとあわせて，会社並みの経営が念頭に置かれているもの
と思料される。
また，⑤「解散命令」，⑥「訴訟」，⑦「非訟」，⑧「登記」，⑨「公告」，⑩
「罰則」の規定が設けられている。これらも，従来，特別の規定が存しな
かったもの，他の法律で定められていたものを，本法の中で，明確に規
定したものである。
三　公益法人法の概要と問題点
１　概観
公益法人法は，内外の社会経済情勢の変化に伴い，民間団体が自発的
に行う公益目的の事業が公益の増進のために重要であることから，それ
を適正に実施できる公益法人を認定し，その事業の適正な実施を確保で
きるようにして，「公益の増進」と「活力ある社会の実現」に資すること
を目的としている（１条）。
従来，公益法人は，主務官庁の許可によってのみ設立できるものとさ
れ，「社団法人」および「財団法人」はすべて公益法人であったが，今般
の一般法人法により，だれでも「一般社団法人」および「一般財団法人」
を設立することができることなったことに伴い，公益法人を認定する制
度を創設したものである。
「公益社団法人」および「公益財団法人」とは，本・公益法人法による
「公益社団法人・公益財団法人の認定」（以下「公益認定」という。）を受
けた「一般社団法人」および「一般財団法人」をいう（２条）。
したがって，「公益社団法人・公益財団法人の設立」という手続きはな
く，一旦，一般社団法人・一般財団法人として設立された後，公益認定
を受けて，公益社団法人・公益財団法人に移行するものである。
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従来の公益法人制度の根本的な転換であり，まったく新しい制度の導
入である。
当然のことながら，公益社団法人・公益財団法人は，その名称中に
「公益社団法人」または「公益財団法人」という文字を用いなければなら
ないし，公益社団法人・公益財団法人でない者は，その名称・商号中に
「公益社団法人」および「公益財団法人」またはそれと誤認されるおそれ
のある文字を用いてはならないものとされる（９条３項・４項）。
また，何人も，不正の目的で，「公益社団法人」および「公益財団法
人」またはそれと誤認されるおそれのある名称・商号を用いてはならな
い（９条５項）。
公益社団法人・公益財団法人の認定を受けることができる「公益目的
事業」とは，不特定多数の者の利益の増進に寄与する次のことを目的と
する事業をいうものとされる（２条４号，別表）。
（１）学術・科学技術の振興
（２）文化・芸術の振興
（３）障害者，生活困窮者，事故・災害・犯罪による被害者の支援
（４）高齢者の福祉の増進
（５）勤労意欲のある者に対する就労の支援
（６）公衆衛生の向上
（７）児童・青少年の健全な育成
（８）勤労者の福祉の向上
（９）教育・スポーツ等を通じた国民の心身の健康への寄与，豊かな
人間性の涵養
（10）犯罪の防止，治安の維持
（11）事故・災害の防止
（12）人種・性別・その他の事由による不当差別・偏見の防止・根絶
（13）思想・良心の自由，信教の自由，表現の自由の尊重・擁護
（14）男女共同参画社会の形成その他のより良い社会の形成の推進
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（15）国際相互理解の促進，開発途上にある海外の地域に対する経
済協力
（16）地球環境の保全，自然環境の保護・整備
（17）国土の利用・整備・保全
（18）国政の健全な運営の確保に資すること
（19）地域社会の健全な発展
（20）公正・自由な経済活動の機会の確保・促進・活性化による国
民生活の安定向上
（21）国民生活に不可欠な物資・エネルギー等の安定供給の確保
（22）一般消費者の利益の擁護・増進
（23）その他，政令で定めるもの（未定）
注意しなければならないのは，旧・民法において，公益法人の典型と
して規定されていた「宗教」や「祭祀」は，この事業の中に含まれてい
ないことである。
したがって，公益法人として主務官庁の許可を受けて設立された宗教
系・基督教系の社団法人・財団法人の中には，一般社団法人・一般財団
法人として存続できることは問題ないものの，公益認定を受けることは
不可能かきわめて困難となるものが出てこよう。
前記の事業の中には，「信教の自由の尊重・擁護」は含まれているか
ら，「信教の自由を守る会」のような団体は適合しうるが，伝道，伝道支
援，宣教師派遣，教会建設支援，学生伝道，子ども伝道，医療伝道，教
育伝道，放送伝道，ホームレス伝道，宗教出版などを目的とする団体は
該当しないことになる。
「信教の自由の尊重・擁護」は含まれているが，宗教そのものは含まれ
ていないからである。それとても，立法前からの日本宗教連盟などの必
死の働きかけの結果によって，立法直前にようやく加えられたものであ
る。
日本宗教連盟には，いわゆる福音派は加入していないし，独自の活動
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もしてこなかったのであり，この問題にまったく関心を示してこなかっ
たという点は大いに反省の余地があろう。
目下のところ，明確には示されていないが，政府筋から漏れ聞こえて
くるところでは，現在非課税とされている公益法人を，公益社団法人・
公益財団法人については低率課税とし，一般社団法人・一般財団法人に
ついては営利企業並みの課税とするとの案も浮上しているなど，税制上
の大きな転換を伴うものであるから重大事である。
２　公益認定
（1）公益認定
前記の公益目的事業を行う一般社団法人または一般財団法人は，行政
庁の公益認定を受けることができ（４条），この公益認定を受けた一般社
団法人・一般財団法人が公益法人とされる（２条１～３号）。
公益認定にあたって，「行政庁」とは，①２以上の都道府県内に事務所
を設置するもの，②２以上の都道府県内で公益目的事業を行う旨を定款
で定めているもの，③政令で定める，国の事務・事業と密接な関連を有
する公益目的事業を行うものについては内閣総理大臣とし，その他につ
いては事務所所在地の都道府県知事とされる（３条）。
（2）公益認定申請
公益認定の申請は，①名称，②代表者の氏名，③公益目的事業を行う
都道府県，④主たる事務所・従たる事務所，⑤公益目的事業の種類・内
容，⑥収益事業等の内容を記載した申請書を行政庁に提出してするもの
とされる（７条１項）。
この申請書には，①定款，②事業計画書，③収支予算書，④事業を行
うに行政機関の許認可が必要な場合には当該許認可を証する書類，⑤事
業に必要な経理的基礎を有することを明らかにする財産目録・貸借対照
表などの書類，⑥理事・監事・評議員の報酬等の支給の基準を記載した
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書類などを添付しなければならない（７条２項）。
行政庁は，公益認定にあたっては，①事業の許認可にかかる行政機関，
②警察庁長官または警視総監・道府県警察本部長，③国税庁長官，都道
府県知事，市町村長の意見を聞くものとされる（８条）。欠格事由に該当
しないことの確認のためである。
（3）公益認定基準・欠格事由
行政庁が公益認定をするのは，公益認定申請をした一般社団法人・一
般財団法人が，次の基準（公益認定基準）に適合すると認めるときに限
られる（５条）。
①　公益目的事業を行うことを主たる目的とすること
②　公益目的事業を行うに必要な経理的基礎および技術的能力を有
すること
③　事業を行うにあたり，社員，評議員，理事，監事，使用人その
他の関係者に特別の利益を与えないこと
④　事業を行うにあたり，株式会社その他の営利事業者，特定の個
人・団体の利益を図る活動を行う者に寄附その他の特別の利益を
与える行為を行わないこと（公益法人の行う公益目的事業のため
の寄附その他の特別の利益を与える行為を除く。）
⑤　投機的な取引，高利の融資その他公益法人の社会的信用を維持
する上でふさわしくないものまたは公の秩序・善良の風俗を害す
るおそれのある事業を行わないこと
⑥　公益目的事業について，その収入がその実施に必要な適正な費
用を償う額を超えないと見込まれること
⑦　公益事業以外の事業（収益事業等）を行う場合には，それによ
って公益目的事業の実施に支障を及ぼすおそれがないこと
⑧ 「公益目的事業比率」が100分の50以上となると見込まれること
⑨ 「遊休財産額」が法定の制限を超えないと見込まれること
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⑩　各理事について，当該理事とその配偶者・３親等内の親族であ
る理事の合計数が理事の総数の３分の１を超えないこと
⑪　各監事について，当該監事とその配偶者・３親等内の親族であ
る監事の合計数が監事の総数の３分の１を超えないこと
⑫　他の同一の団体（公益法人またはそれに準じるものを除く。）の
理事・使用人その他これに準ずる相互に密接な関係にある者であ
る理事の合計数が理事の総数の３分の１を超えないこと
⑬　他の同一の団体（公益法人またはそれに準じるものを除く。）の
監事その他これに準ずる相互に密接な関係にある者である監事の
合計数が監事の総数の３分の１を超えないこと
⑭　会計監査人を置いていること（毎事業年度の収益の額，費用・
損失の額その他の勘定が政令の基準に達しない場合を除く。）
⑮　理事・監事・評議員の報酬等が，民間事業者の役員の報酬等・従
業員の給与・当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して，不当
に高額なものにならないような支給の基準を定めていること
⑯　一般社団法人については，
Ａ　社員の資格の得喪に関して，法人の目的に照らして，不当に
差別的な取り扱いをする条件その他の不当な条件をしていない
こと
Ｂ　社員総会で行使できる議決権の数，議決権を行使できる事項，
議決権の行使の条件その他社員の議決権に関する定款の定めが，
ａ　社員の議決権に関して，法人の目的に照らして，不当に差
別的な取り扱いをしないこと
ｂ　社員の議決権に関して，社員が法人に提供した金銭その他
の財産の価額に応じて異なる取り扱いを行わないこと
Ｃ　理事会を置いていること
⑰　他の団体の意思決定に関与することができる株式その他の財産
を保有しないこと（その保有によって他の団体の事業活動を実質
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的に支配するおそれがない場合を除く。）
⑱　公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産があるときは，
その旨・その維持・その処分の制限について，定款に必要な定め
があること
⑲　公益認定の取消処分を受けた場合・合併により法人が消滅する
場合には，「公益目的取得財産残額」があるときは，それに相当す
る額の財産を，１か月以内に，次の団体に贈与する旨を定款で定
めていること
a 類似の事業を目的とする他の公益法人
b 学校法人
c 社会福祉法人
d 更生保護法人
e 独立行政法人
f 国立大学法人・大学共同利用機関法人
g 地方独立行政法人
h これらに準じる法人
i 国
j 地方公共団体
⑳　清算をする場合に残余財産を⑲の団体に帰属させる旨を定款で
定めていること
この公益認定基準は，官庁の主観的な判断によって許可してきた従来
の姿勢に対する反省を反映したものであるが，現存する公益法人（社団
法人，財団法人）の実態から見て，かなり厳しい条件を定めている。
その意味では，従来，真に有益な公益活動を行ってきた団体ですら，
必ずしもこの基準を満たすとは限らず，特定社団法人・特定財団法人と
されてから，公益認定が受けられず，新・公益法人に移行することがで
きないという，運用上の問題も浮上してくることが予想される。
なお，この公益認定基準に適合したとしても，次の欠格事由に該当す
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る一般社団法人・一般財団法人は公益認定を受けることができない（６
条）。
①　理事・監事・評議員に次に該当する者がいるもの
Ａ　公益認定を取り消された場合，取り消しの原因となった事実
があった日以前1年内に業務執行理事であった者で，取り消しの
日から5年を経過しない者
Ｂ　次の違反・犯罪などにより罰金刑に処せられ，その執行を終
わり，執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない
者
ａ　公益法人法違反
ｂ　一般法人法違反
ｃ　暴力団員不当行為防止法違反
ｄ　刑法（傷害罪，暴行罪，凶器準備集合罪，強要罪，背任罪）
の犯罪
e 暴力行為等処罰法の犯罪
f 税法の脱税，不正還付などの犯罪
Ｃ　禁錮以上の刑に処せられ，執行を終わり，執行を受けること
がなくなった日から５年を経過しない者
Ｄ　暴力団員不当行為防止法の暴力団員である者，暴力団員でな
くなった日から５年を経過しない者
②　公益認定を取り消されて５年を経過しないもの
③　定款・事業計画書の内容が法令・行政機関の処分に違反してい
るもの
④　その事業を行うに必要な行政機関の許認可を受けることができ
ないもの
⑤　国税・地方税の滞納処分が執行されているもの，滞納処分の終
了の日から３年を経過しないもの
⑥　暴力団員等（①のＤの者）が事業活動を支配するもの
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（4）公益認定の効果等
行政庁の公益認定があると，一般社団法人・一般財団法人の名称中
「一般社団法人」または「一般財団法人」という文字は「公益社団法人」
または「公益財団法人」と変更（定款変更）されたものとみなされる
（９条１項）。
したがって，公益認定を受けた一般社団法人・一般財団法人は，その
ときから公益社団法人・公益財団法人とされるから，公益認定を受けた
ことを証する書面を添付して名称の変更登記申請をしなければならない
ものとされる（９条２項）。
なお，公益認定をしたときは，行政庁は，その旨を公示しなければな
らないものとされている（10条）。
３　公益法人の経理上の特則
（1）財産の保有制限等
公益法人には，他の法人とは異なり，公益目的事業の実施ということ
が中核に据えられており，その面で，公益法人の財産の保有や使用に各
種の制限が課せられている。
第一に，公益法人は，公益目的事業を行うにあたり，その公益目的事
業の実施に必要な適正な費用を償う額を超える収入を得てはならないも
のとされる（14条）。公益活動の慈善活動性を鮮明にするものであり，従
来，公益法人であっても収益を得るのは自由であったこととは大きく異
っている。
第二に，公益法人は，毎事業年度ごとに，［公益目的事業の実施の費用
額］÷［公益目的事業の実施の費用額］＋［収益事業等の実施の費用額］＋
［法人の運営に必要な経常的経費額］＝［公益目的事業比率］が100分の50
以上となるように公益目的事業を行わなければならない（15条）。
公益目的事業が，経費ベースで，当該法人の経常経費を含めて全事業
の実施に要する経費の過半数を超えるように行わなければならないもの
『キリストと世界』第17号　　櫻　井　圀　郎
とされ，公益目的事業が，当該法人の主たる活動内容となることを求め
ているものである。
第三に，公益法人の毎事業年度の末日における「遊休財産額」は，当
該法人が当該事業年度に行った公益目的事業と同一の内容・規模の公益
目的事業を翌事業年度にも引き続いて行うために必要な額として，当該
事業年度における公益目的事業の実施に要した費用額を基礎として内閣
府令に基づいて算定した額を超えてはならない（16条１項）。
「遊休財産額」とは，公益法人の財産の使用・管理の状況，財産の性質
に鑑み，公益目的事業や公益目的事業を行うために必要な収益事業等そ
の他の業務や活動のために現に使用されておらず，引き続き使用される
見込みがない財産の価額の合計額をいう（16条２項）。
遊休財産額の制限は，公益法人に，公益目的事業を行うために必要な
財産の枠を超えて，必要以上の財産が蓄積することを禁じるものである。
次に，公益法人は「公益目的事業財産」を，公益目的事業を行うため
に使用・処分しなければならないものとされる（18条柱書）。公益目的
の寄付や財産の流用を防止する観点から定められたものである。
（2）寄附募集の禁止行為
公益法人の理事・監事・代理人・使用人・その他の従業者は，寄附の
募集に関して，次の行為をしてはならないものとされ，悪質な寄附募集
がなされることを禁止している（17条）。
①　寄附の勧誘・要求を受けて寄附をしない旨の意思表示をした者
に寄附の勧誘・要求を継続すること
②　粗野・乱暴な言動を交え，迷惑を覚えさせるような方法で，寄
附の勧誘・要求をすること
③　寄附をする財産の使途について誤認させるおそれのある行為を
すること
④　その他，寄附の勧誘・要求を受けた者や寄附者の利益を不当に
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害するおそれのある行為をすること
（3）公益目的財産
「公益目的事業財産」とは，次の財産をいい，公益目的事業を行うため
に使用し，処分しなければならないものとされる（18条）。
①　公益認定を受けた日以後に寄附を受けた財産（寄附者が公益目
的事業以外のために使用するよう定めたものを除く。）
②　公益認定を受けた日以後に交付を受けた補助金等（交付者が公
益目的事業以外のために使用するよう定めたものを除く。）
③　公益認定を受けた日以後に行った公益目的事業にかかる活動の
対価として得た財産
④　公益認定を受けた日以後に行った収益事業等から生じた収益に
一定の割合を乗じた額に相当する財産
⑤　上記の各財産を支出することにより取得した財産
⑥　定款で定められた公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産
⑦　公益認定を受けた日の前に取得した財産で，同日以後に公益目
的事業の用に供する旨を表示した財産
⑧　その他，公益目的事業を行うことにより取得し，公益目的事業
を行うために保有していると認められる財産
（4）計算等の特例
公益法人の場合，収益事業等に関する会計は，公益目的事業に関する
会計から区分するとともに，各収益事業等ごとに特別の会計として経理
しなければならないものとされる（19条）。
また，公益法人の理事・監事・評議員の報酬等については，民間事業
者の役員の報酬・従業員の給与，当該法人の経理状況などを考慮して，
不当に高額なものとならないような支給の基準を定め（５条13号），そ
れを公表し（20条２項），その支給基準に従って支給しなければならな
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い（20条１項）。
公益法人は，毎事業年度の開始するまでに，当該事業年度の事業計画
書，収支予算書などを作成し，当該事業年度の末日まで，主たる事務所
に（従たる事務所があるときは，そこにその写しを）備え置かなければ
ならない（21条１項）。
また，毎事業年度経過後3か月以内に，①財産目録，②役員等名簿（理
事，監事，評議員の氏名・住所を記載した名簿），③役員等の報酬等の支
給基準を記載した書類などを作成し，５年間，主たる事務所に（従たる
事務所があるときは，３年間，その写しを）備え置かなければならない
（21条２項）。
なお，公益法人は，毎事業年度経過後3か月以内に，財産目録等を，行
お成長に提出しなければならない（22条１項）。
公益法人の会計監査人は，一般法人法の規定によるほか，財産目録等
の書類も監査するものとされる（23条）。
４　公益法人の監督
行政庁は，公益法人の事業の適正な運営を確保するために必要な限度
で，公益法人に対し，運営組織・事業活動の状況に関し必要な報告を求
め，その事務所に立ち入り，運営組織・事業活動の状況・帳簿・書類な
どを検査し，関係者に質問することができる（27条１項）。
また，行政庁は，公益法人について，公益認定の取り消し事由に該当
すると疑うに足りる相当の理由があるときは，当該公益法人に対し，期
限を定めて，必要な措置をとるよう勧告することができる（28条１項）。
そのうえで，公益法人が，正当な理由なく，その措置をとらなかった
ときは，行政庁は，当該公益法人に対し，その措置を命ずることができ
る（28条３項）。また，公益法人が公益認定の取り消し事由に該当する
場合には，公益認定を取り消すものとされる（29条）。
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５　公益認定等委員会等
内閣府に，人格が高潔で，公正な判断ができ，法律・会計・公益法人
の活動に優れた識見を有する者のうちから，両議院の同意を得て，内閣
総理大臣が任命する７人の委員で組織する「公益認定等委員会」が置か
れる（32条１項，34条１項，35条１項）。
公益認定等委員会は，内閣総理大臣の諮問に応じ，漓公益認定の申請，
滷公益法人に対する勧告・命令，澆公益認定の取り消しなどについて答
申する（43条）。
都道府県には，公益法人法による権限を処理するため，審議会など合
議制の機関を置き，公益認定申請等の場合に，都道府県知事は，同機関
に諮問するものとされる（50条，51条）。
行政庁による公益認定が，行政庁の主観・恣意に左右されることなく
なされるようにするための制度であり，公益法人法によって，新設され
た制度である。
今後の公益法人はもちろん，現存の公益法人も新・公益法人法による
公益法人に移行するためには，この委員会・審議会等の諮問を経た公益
認定を受けなければならないこととされている。
したがって，現存の公益法人であっても，本法の施行後は，新・公益
法人となるためには，相当高いハードルが立てられているものと考え，
いまのうちから十分な準備をしておかないと，当該法人存続の危機に迫
られることにもなりかねない。
結び
基督教界にも，現行民法による主務官庁の許可を受けて設立された多
数の社団法人・財団法人が存在するところ，公益法人改革３法の施行に
よって，その存亡にかかわる影響を受けかねないものである。
本稿は，公益法人３法が公布された2006年６月２日の直後に起案し，
『キリストと世界』第17号　　櫻　井　圀　郎
関係者に緊急に，その概要を紹介し，あわせて問題点を指摘する意図で
上梓した。
2006年５月１日には，旧・商法会社編を廃止して，「会社法」が施行
され，会社制度が根本的に改められ，その監査，内部統制が強化された
のと軌を一にして，公益法人の分野でも，現行・民法の法人制度を根本
的に改める新・法人制度を創設する公益法人改革３法が公布されたこと
は，今後の，法人運営や事業経営に，新しい視点を要求するものである
と考えられる。
目下のところ，変更はないが，宗教法人，学校法人，社会福祉法人等
にも，その流れは必然と思われ，それに対応する体制づくりが要求され
よう。
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